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関係する計
画、通知等

特別会計に関する法律第85条第３項第１号ハ
特別会計に関する法律施行令第50条第７項第
８号

京都議定書目標達成計画（平成20年３月28日全部改定）
二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（温泉施設にお
ける温暖化対策事業）交付要綱
温泉施設における温暖化対策事業実施要領

22年度 23年度要求

予算額(補正後） 184

会計区分

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

担当課室 自然環境整備担当参事官室

上位政策

自然環境整備担当参事官
大庭　一夫自然環境局

エネルギー特別会計

担当部局庁

１．地球温暖化対策の推進

121.8百万円（１１件）

総事業費(執行ベース) - - 366

50

-

補
　
記

交付決定件数

-

19年度 20年度

②

①

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

見直しの
余地

　現状維持

　（引き続き効率的な事業実施に努めること。）

予
算
監
視
・
効
率
化

チ
ー

ム
の
所
見

　本事業は、平成21年度から開始した事業であり、平成２２年度は、平成２１年度の応募状況を勘案して予算の組織を
図ったところである。また、ホームページ等により事業の周知に努めているところであるが、より効果的、効率的な事業
の実施に向けて、温泉利用事業者及び関係団体等に対して事業の有効性等の周知をさらに進めていく予定である。

　交付決定に当たり、交付要綱および実施要領に基づき、その使途について審査を行っており、交付決定後は、事業の
進捗状況を定期的に事業実施者から徴収している。また、事業の完了後は実績報告書の提出を受けて、その審査とと
もに、現地調査を行い、実績報告書が交付決定の内容に適合しているか否かを確認している。

-

執行額

事業番号 ３５４

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　　　　　(環境省)

予算事業名 作成責任者
事業開始
年度

平成21年度温泉施設における温暖化対策事業

21年度

　平成21年度補助金交付決定件数：12件　（うち１件は、翌年度へ繰越）

-

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

　温室効果ガスの排出削減のため、温泉施設において民間事業者が行う以下の事業に要する費用について補助金を
交付するものである。
１．ヒートポンプによる温泉熱の熱利用事業（補助率１／３）
２．温泉付随ガスの熱利用事業（補助率１／２）
３．温泉付随ガスのコジェネレーション事業（補助率１／２）

　温泉の熱や温泉の採取に伴い発生するガス（温泉付随ガス）を活用した温泉化対策は、二酸化炭素削減量が大きく、
非常に有効な手段であるが、事業者の中には初期投資費用の調達が困難な場合も多く、また、こうした対策が十分認
知されていない状況にある。
　このため、温泉の熱や温泉付随ガスを活用した温暖化対策を行う事業者を支援し、対策の普及を図る。

実施状況

予算の状況
（単位:百万円）

850

37.1百万円（　１件）

Ｈ２１年度決算額（支出済額）

Ｈ２２年度への事業繰越額

執行率 - - 66.20%

１２件



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する)
(単位:百万円)

環境省

121.8百万円

Ａ．民間事業者（11事業者）

121.8百万円

【補助】

事業の募集、審査、内示、交付決

定及び補助金の額の確定等

事業の公募書類及び交付申請書の

提出、事業実施、実績報告書の提

出

①【11事業者】

・（株）クア・アンド・ホテル 45.6百万円

・（株）カミホロ荘 15.4百万円

・藤田観光（株） 12.8百万円

・（有）筑波ホテル 8.6百万円

・芦野温泉（株） 8.3百万円

・（有）ホテル松屋 8.2百万円

・（有）ホテル光雲閣 6.0百万円

・那須野ヶ原温泉（株） 5.4百万円

・幸乃湯温泉（株） 5.2百万円

・（有）登府屋旅館 4.7百万円

・（株）鷺の湯荘 1.6百万円

121.8百万円

②【Ｈ２２年度への繰越事業】

・茨城地熱(株) 37.1百万円



0計 0 計

使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目

0

D. H.

計 0 計

C. G.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

0

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

計 0 計

B. F.

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

0計 45.6 計

工事費 Ａ株式会社　特注器機ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ・管理費 6.3

工事費 Ｆ株式会社　熱源改修工事 8.3

設備費 Ｄ株式会社　熱源改修設備工事器機

設備費 Ｅ株式会社　ヒートポンプ導入工事 3.6

3.4

設備費 Ｃ株式会社　熱源改修工事器機 21.0

設計費 Ａ株式会社　基本設計費 0.7

設備費 Ｂ株式会社　電気設備工事 2.3

使　途
金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額
(百万円）

費　目

A.（株）クア・アンド・ホテル E.


